
13 
 

厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業） 

総括研究報告書 

 

新しい行動様式の変化等の分析・把握を目的とした縦断調査の利用方法の開発と厚生労働

行政に対する提言に関する研究 

 

研究代表者 駒村康平 慶應義塾大学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分担研究者 

丸山桂   成蹊大学経済学部教授 

山田篤裕  慶應義塾大学経済学部教授 

岩永理恵  神奈川県立保健福祉大学保

健福祉学部講師 

四方理人   関西学院大学総合政策学部 

専任講師 

田中聡一郎 関東学院大学経済学部講師 

 

Ａ．研究目的             

労働市場での移動を繰り返しやすい女性

、高齢者、若年を対象とした分析を行い、

不安定な状況に陥りやすい人々が安心して

働くことのできる社会を実現するために必

要な社会政策を提言することである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ．研究方法 

データ統計分析 

 

倫理面（倫理面への配慮） 

倫理面に抵触する研究内容ではないため、

とくに問題とはならないものと思料する。  

 

Ｃ．研究結果 

１）少子社会対策班 

少子化対策班の成果は、「父親の育児参加

が出生率と子どもの育ちに及ぼす影響（駒村・

丸山論文）、「貧困世帯における養育の質と子

どもの人的資本形成（丸山論文）」、「就業意識

と結婚・出産についての分析（四方論文）」の３

論文である。 

「父親の育児参加が出生率と子どもの育ち

に及ぼす影響（駒村・丸山論文）」は、「21世紀

出生児縦断調査」を用いて、父親の子育て参
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加が子どもの社会性の獲得、小学校生活との

親和性に及ぼす効果と出生率に及ぼす効果

について分析している。その結果、父親の育

児参加度が高いほど、子どものしつけは身に

つきやすく、小学校生活の親和性に正の影響

を及ぼしやすいことが明らかとなった。また、父

親の育児参加は母親の育児負担を軽減させ

て母親の養育の質を引き上げる経路と、直接

に子どもの社会性の獲得に有利であり、また

第1子出生時の父親の育児参加度が高い方

が、夫婦が第2子以降をもつ確率を高めている

ことが分かった。父親の育児参加が子どもの数

と質の双方に影響を与えることが確認できた。

一方で、父親の育児参加度を妨げる要因に長

時間労働があり、被用者が主体的に労働時間

のコントロールをするのが難しい現状を考慮す

ると、政府・企業主導によるさらなるワークライ

フバランス施策の徹底が望まれる。 

「貧困世帯における養育の質と子どもの人

的資本形成（丸山）」では、「21世紀出生児縦

断調査」を用いて、貧困世帯における養育を

分析し、それが子どもの人的資本形成に与え

る影響を分析している。その結果、貧困経験

は親の社会的相続（金銭投資、家庭内文化資

本、養育の質）のいずれにも負の影響を及ぼ

すとともに、親の学歴や就業形態もまたこれら

に影響を及ぼすことがわかった。親の階層（就

業形態、学歴）は貧困経験に結びつくだけで

なく、高学歴や労働条件のよい仕事につきや

すい社会性を身につけるための子育て観にも

影響を与える。つまり、貧困家庭で育つ子ども

は、予算制約と親の子育て観という2つの意味

で、不利な家庭環境で育つことになる。これま

での奨学金制度などの金銭的支援だけでは

なく、良質な養育環境を保障するための文化

資本や子育て支援などの政策介入が求めら

れる。 

「就業意識と結婚・出産についての分析（四

方論文）」は、「21 世紀成年者縦断調査」を用

いて、女性の就業の継続や家事・育児に対す

る意識が実際の就業継続や結婚・出産確率に

与える影響について分析を行った。分析の結

果、ライフコースに対する志向や性別役割に

関する意識は、女性の結婚と出産のそれぞれ

の確率に非対称的な影響を与えることがわか

った。性別役割についての意識について、「家

事責任が妻にある」という意識は結婚確率を高

める一方、「育児責任が妻にある」という意識は

出産確率を低下させる。そしてライフコースに

対する志向について、「結婚時退職」の志向に

より結婚確率が低くなる一方、出産確率では、

「結婚時退職」志向の場合に高く、「就業継続」

や「出産時退職」の志向で低い。以上の分析

結果から、女性が仕事と育児が困難なく両立

できる施策と男性も育児責任を引き受ける考

え方の浸透が低出生率対策として重要になる

と考えられる。 

２）高齢社会対策班 

高齢社会対策班については、「特別支給の

老齢厚生年金（定額部分）の支給開始年齢引

上げと改正高年齢者雇用安定法による雇用と

年金の接続の変化：差分の差および分位点回

帰モデルによる統計的分析（山田論文）」であ

る。同論文では、2010年度に特別支給の老齢

厚生年金（定額部分）の支給開始年齢が63歳

から64歳に引上げられたこと、および改正高年

齢者雇用安定法の雇用確保措置により、雇用

と年金の接続がどのように変化したか、厚生労

働省「中高年者縦断調査」を用い検討してい

る。具体的には、被用者職歴男性の中、支給

開始年齢が63歳である1946年度生まれと64歳

である1947年度生まれとを比較することで、就
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業率、公的年金を含む本人収入の分布等が

どのように変化したかクロス集計および差

分の差と分位点回帰モデルにより検討した

。統計分析の結果、1946年度生まれと比較

し、1947年度生まれの63歳以降の被用者職

歴男性の①就業率は5～7％高く、②本人収

入がある確率には統計的に有意な差がなく

、③公的年金を含む本人収入は10％、25％

タイルは26％、8％有意に高く、50％タイル

で9％有意に低く、また75％、90％タイルで

は有意な差がなかった。このことは、特別

支給の老齢厚生年金（定額部分）の支給開

始年齢引き上げにより、被用者職歴の1947

年度生まれコーホートの63歳時点の公的年

金受給額は低くなったが、改正高年齢者雇

用安定法の雇用確保措置による就業率上昇

等により、低所得層はむしろ減少したこと

を示唆している。 

３）格差社会対策班 

格差社会対策班の成果は、「在宅介護が抑

うつ状態に与える影響についての分析（岩

永・四方論文）」と「就業履歴をふまえたシ

ングルマザーの就労と所得の関係（田中・四

方論文）」、「所得・消費・資産を用いた貧困分

析（駒村・渡辺論文）」の 3 論文である。 

「在宅介護が抑うつ状態に与える影響に

ついての分析（岩永・四方論文）」は、中

高年者縦断調査を用いて、介護経験が抑う

つ状態に与える影響（K6指標）についての

分析を行っている。分析結果によると、本

人の介護経験だけではなく、配偶者の介護

経験も有意にK6指標のポイントを上昇させ

ており、介護経験が精神的健康状態を悪化

させている。特に、女性において、介護経

験がK6指標を悪化させていることから、女

性の介護負担が重いため、精神に悪影響を

及ぼしている恐れがある。また、中高年男

性においては、就労している場合にK6指標

が低くなっていた。しかし、精神が健康で

あるため就労しているのか、就労によって

精神が健康になっているのかについて因果

関係が識別できないと考えられる。そこで

、基礎年金の支給開始年齢の変更を操作変

数とした固定効果モデルによる分析結果を

行ったところ、男性の就労はK6指標に対し

てほとんど影響を与えないことが明らかと

なった。以上の分析から、介護経験は精神

の健康を損なうものであり、介護負担を多

く引き受けている女性に顕著である。また

、男性高齢者の就労継続そのものが精神の

健康に資するとは言えず、女性の介護負担

を軽減するために男性の介護休暇の取得を

得やすくする必要があると考えられた。 

「就業履歴をふまえたシングルマザーの

就労と所得の関係（田中・四方論文）」は、

『21世紀成年者縦断調査』を用いて、シングル

マザーの就業履歴を考慮したうえで、就業形

態と収入の変化に関する分析を行った。就労

収入とその他の収入を含めた世帯収入に関す

る多変量解析の分析からは、末子年齢、シン

グルマザーの教育歴、就労関連の変数につい

て有意な影響がみられた。とくに、第1子出生

時に就業を継続すると収入が高くなる傾向が

みられた。 

「所得・消費・資産を用いた貧困分析（駒村・

渡辺論文）」では、パネル調査の分析ではない

が、総務省「全国消費実態調査」の個票デー

タを用いて、所得、消費に基づく貧困率の測

定を行い、資産を考慮して時系列での推移を

考察した。ライフサイクル仮説に基づけば、現

役期に住宅資産を含めた資産形成を行って、

引退期の所得の低下に備えている可能性は
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あり、低所得であることは、若年世帯と高齢者

世帯では異なる意味を持つと考えられる。そこ

で同研究では、所得分布だけではなく消費分

布も用いて貧困率の測定を行い、世帯主年齢

別、資産の状況別に分析を行った。その結果、

2009 年時点で高齢世帯主世帯においては、

所得貧困率は 12.6％であったが、消費貧困

率は 4.5％と、測定する分布で貧困率に乖離

が確認された。一方で、若年世帯主世帯にお

いては、所得貧困率が 8.5%、消費貧困率が

10.1％と消費貧困率のほうが高い状況にある

ことが明らかとなった。 

Ｄ．考察 

  少子化対策班の研究成果は、貧困経験が

養育環境に与える影響、また父親の育児参加

の影響等を検証するものであり、今後の子育

て関連施策において有用な政策的情報を提

供するものと考えられる。高齢社会対策班の

研究成果は、年金の支給開始年齢に関する

政策的論議において、有用な学術的成果とな

ると考えられる。また格差社会対策班では、貧

困リスクの高い母子世帯の収入の要因や介護

経験が抑うつ状態に与える影響等を検討して

おり、政策的な対応がもとめられる社会問題に

関する分析として考えられる。これらの研究成

果は、ワークライフバランス施策や子どもの貧

困対策、次世代育成支援、高齢者の雇用政

策等における政策提言につながっている。 

 

Ｅ．結論              

縦断調査を用いた統計分析により、社会保

障や労働政策の変更の影響を厳密に捉えら

れることが明らかになり、縦断調査の有用性が

改めて示された。ただし、一定割合の脱落が

発生していること、また新たな政策変更の影響

を捉えるため、新しいコーホートを追加するな

どの改善の必要性も示唆された。 
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